
予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　新パーキング・パーミット制度導入事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　健康福祉部 地域福祉課 地域福祉・人材係　電話番号：058-272-1111（内2521）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　78,493千円（前年度予算額： 　　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	78,493
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	78,493

	決定額
	28,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	28,400


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
高齢者、障がい者をはじめ、だれもが住みやすい福祉のまちづくりに向け、多様化・複雑化していく地域の福祉ニーズに対応するため、より多くの人が共用できる、よりきめ細やかな配慮についての調査研究、必要な情報提供を行うことで、高齢者、障がい者等すべての人の共生社会の実現を図る。
（２）事業内容

【パーキング・パーミット制度の導入】新
障害者等用駐車場の適正な利用を図るため、障害者等用駐車場を利用できる対象者の要件を設定し、利用証を交付する「パーキング・パーミット制度」を導入し、制度の普及啓発に取り組む。

・対象者：障がい者、難病患者、妊産婦、けが人等

・交付見込：約15,000枚（平成31年度）
・交付窓口：県（地域福祉課、各福祉事務所）、協力可能な市町村

・対象駐車場：制度に協力する施設管理者から届出があった駐車場
・普及啓発：チラシ・ポスターの配布、新聞広告、街頭啓発
【おでかけタウンマップ】

障がい者や高齢者等すべての人が外出しやすいよう、県内各地にある公共施設を中心にバリアフリー情報をまとめた福祉ガイドマップ「おでかけタウンマップぎふ」(※)をインターネット上で公開し、幅広く情報を提供する。

※平成８年度に作成した「おでかけタウンマップ」の冊子を平成１１年度にウェブ化。以後、定期的に内容を見直し、情報を刷新。
（３）県負担・補助率の考え方

県は福祉のまちづくり条例を定めており、県民の福祉のまちづくりに関する理解を深め、高齢者、障がい者等が快適に施設を利用できるための取組を行う必要がある。
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	420
	検討委員会委員謝金

	共済費
	184
	雇員

	賃金
	1,206
	雇員

	旅費
	306
	検討委員会委員旅費、職員旅費

	消耗品費
	4,877
	利用証

	印刷製本費
	440
	ステッカー（看板貼付用）

	会議費
	5
	会議

	役務費
	800
	通信運搬費

	使用料及び賃借料
	46
	検討委員会会場借り上げ料

	委託料
	20,209
	県有施設路面シート貼付業務委託

おでかけタウンマップ掲載情報等の保守にかかる委託料

	補助金
	50,000
	路面シート等補助金

	合計
	78,493
	


	　決定額の考え方　

　　補助金については、他県の状況を勘案し、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・国「ユニバーサルデザイン2020行動計画」
（２）国・他県の状況
○国：「パーキング・パーミット制度の導入促進方策検討会」を開催
○パーキング・パーミット制度の導入状況（平成30年9月現在）

・導入済み　37府県

・未導入　　10都道県（北海道、青森県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、富山県、岐阜県、愛知県、沖縄県）
（３）後年度の財政負担
利用証の在庫がなくなった際の追加作成経費、制度の普及啓発経費
（４）事業主体及びその妥当性
パーキング・パーミット制度の導入の検討は、県が主体となって進める。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
平成10年度に制定された「福祉のまちづくり条例」の理念である、だれもが住みやすい社会づくりを目指し、高齢者、障がい者等の社会参加を支援するため、商業施設や公共施設等において「パーキング・パーミット制度」を導入するとともに、「おでかけタウンマップ」による情報提供を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	パーキングパーミット制度対象駐車場数
	－
（H　）
	－
（H　）
	－
（H　）
	－
（H　）
	7,000台
(H35）
	－％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

第１回福祉のまちづくり推進会議の開催（平成30年6月22日）
第２回福祉のまちづくり推進会議の開催（平成30年11月2日）

第３回福祉のまちづくり推進会議の開催（平成31年2月予定）



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成30年度中にパーキング・パーミット制度の内容や運用方法等を固める。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	商業施設や公共施設等に設置された、「障がい者等用駐車場」等の利用証を発行し、利用対象者を明確化する「パーキング・パーミット制度」を導入することで、障がい者や高齢者、難病の方などが安心して暮らしやすい福祉のまちづくりを推進する。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　パーキング・パーミット制度を導入するにあたり、対象駐車場の数を少しでも多く確保するため、施設管理者への協力依頼が必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「福祉のまちづくり条例」の理念である、だれもが住みやすい社会を実現するため、パーキング・パーミット制度の導入、普及促進に向けて取組みを進めていく。
また、今後とも「おでかけタウンマップ」の情報を追加・更新していく。


県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	（仮）ぎふ清流おもいやり駐車場整備補助金

	補助事業者（団体）
	商業施設等の施設管理者



	補助事業の概要
	（目的）プラスワン駐車場の整備
（内容）路面シートや看板設置等プラスワン駐車場の整備にかかる費用の補助

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）補助率１０／１０（駐車場1台分上限5万円）
（理由）パーキング・パーミット制度実施にあたり、車いす使用者用駐車場の他に、車いすまでは必要としない程度の歩行困難者のための駐車場（プラスワン駐車場）の整備をする必要があるため。


	補助効果
	1,000台のプラスワン駐車場の整備が見込まれる

	終期の設定
	平成35年度
（理由）現在県で把握している車いす使用者用駐車場は4,300台ほどあり、第四期地域福祉支援計画で、パーキング・パーミット制度の対象駐車場を7,000台と目標設定していることから、残り2,700台を5年間で整備するため。



（事業目標）
	・パーキング・パーミット制度の対象となる車いす使用者用駐車場とプラスワン駐車場の整備台数を7,000台とする。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H30年度末)
	目標

(H31年度末)
	目標

(終期)

	1 車いす使用者用駐車場及びプラスワン駐車場の整備台数
	4,300台
	5,300台
	7,000台


	
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	H31年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

5,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	5,300台

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)

5,300台

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
76％


（前年度の成果）

	なし



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　パーキング・パーミット制度を導入するにあたり、対象駐車場の数を少しでも多く確保するため、施設管理者への協力依頼が必要。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○


	商業施設や公共施設等に設置された、「障がい者等用駐車場」等の利用証を発行し、利用対象者を明確化する「パーキング・パーミット制度」を導入することで、障がい者や高齢者、難病の方などが安心して暮らしやすい福祉のまちづくりを推進する。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
	


（事業の見直し検討）

	なし



（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）

プラスワン駐車場の整備補助金は終わりとしても、「福祉のまちづくり条例」の理念である、だれもが住みやすい社会を実現するため、引き続きパーキング・パーミット制度の普及促進に向けて取組みを進めていく。


